令和　　年　　月　　日
近畿運輸局　和歌山運輸支局長　殿

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　住　　　　所
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　氏名又は名称　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
                                        代表者名
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　電話番号

自家用自動車の有償貸渡し（レンタカー）業の承継届出書


この度、　　　　　　　　　は、　　　　　　　　　に伴い、下記のとおり自家用自動車有償貸渡業の許可を　　　　　　　　　　　へ承継しましたのでお届けいたします。


記


１．氏名又は名称及び住所並びに法人にあってはその代表者の役職・氏名




２．被承継人の氏名又は名称及び住所並びに法人にあってはその代表者の役職・氏名




３．承継の時期　　　　　令和　　年　　月　　日



４．承継の理由

添付書類

　１．戸籍謄（抄）本、譲渡譲受契約書、合併契約書、分割契約書（写）
　２．承継会社の登記簿謄本（個人の場合は住民票）
　３．貸渡料金及び貸渡約款
４．事務所の名称、所在地、貸渡車両一覧
　５．宣誓書（別紙１）
　６．貸渡しの実施計画
































○　事務所別車種別配置車両数一覧表
	事務所名
	住　　　　所
	配置車両数

	
	
	乗 用
	バ ス
	トラック
	特 種
	二 輪
	合 計

	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	

	合　　　　　　計
	
	
	
	
	
	




別紙１
近畿運輸局　和歌山運輸支局長　殿

宣誓書
1 1年以上の懲役又は禁錮の刑に処せられ、その執行を終わり、又は執行を受けることがなくなった日から2年を経過していない者。

2 一般旅客自動車運送事業、特定旅客自動車運送事業、一般貨物自動車運送事業、特定貨物自動車運送事業又は自家用自動車の有償貸渡しの許可の取り消しを受け、取り消しの日から2年を経過していない者。

3 一般旅客自動車運送事業、特定旅客自動車運送事業、一般貨物自動車運送事業、特定貨物自動車運送事業又は自家用自動車の有償貸渡しの許可の取消しの処分に係る行政手続法（平成5年法律第88号）第15条の規定による通知があった日から当該処分をする日又は処分をしないことを決定する日までの間に、事業又は貸渡しの廃止の届出をした者（当該事業又は貸渡しの廃止について相当の理由がある者を除く。）で、当該届出の日から2年を経過していない者。

4 一般旅客自動車運送事業、特定旅客自動車運送事業、一般貨物自動車運送事業、特定貨物自動車運送事業又は自家用自動車の有償貸渡しの監査が行われた日から許可の取消しの処分に係る聴聞決定予定日までの間に、事業又は貸渡しの廃止の届出をした者（当該事業又は貸渡しの廃止について相当の理由がある者を除く。）で、当該届出の日から2年を経過していない者。

5 営業に関し成年者と同一の能力を有しない未成年者又は成年被後見人である場合において、その法定代理人が前記①から④に該当する者。

6 申請日前2年前以降において、自動車運送事業経営類似行為により処分を受けている者。

以上の項目に該当しないものであることを宣誓致します。

　　　令和　　年　　月　　日
住　　　　所
氏名又は名称　　　　　　　　　　　　　　　　　
代表者名
（役員（法人の場合））氏　　　　名　　　　　　　　　　　　　　　　　
氏　　　　名　　　　　　　　　　　　　　　　　
氏　　　　名　　　　　　　　　　　　　　　 　 貸渡しの実施計画
（1） 自動車運送事業類似行為の防止を図るための体制・計画
1 事務所ごとに配置する責任者
	事務所名
	役　　職
	氏　　名

	
	
	

	
	
	

	
	
	



2 従業員への指導・研修の計画等
· 新規採用の従業員に対して、自動車運送事業類似行為防止を図るための道路運送法関係法令の研修を行うとともに、毎年1回責任者から全従業員に対して講習を行うこととする。
· 自動車運送事業類似行為防止を図るための小冊子を作成し、全従業員に配布する。

（2） 自動車運送事業類似行為の防止を図るための貸渡しの実施方法
貸渡しに関しては、「レンタカー事業者が行う運転者に係る情報提供のあり方について」（平成１６年３月１６日付け国自旅第２３４号）の趣旨を徹底し、運転者に係る情報提供を行う場合には、その適正化に努めることとする。

（3） その他貸渡しの適正化を図るための計画
1 保険の加入状況・加入計画
貸渡しを行う車両の全てについて、次の任意保険(共済)に加入する。
	保険内訳
	補償金額
	保険会社名

	対人保険
	万円　
	

	対物保険
	万円　
（免責額　　　　　　万円）
	

	搭乗者保険
	万円　
	



2 整備管理者(整備責任者)の配置計画　等
	事務所名
	氏　　　名
	資格の有無

	
	
	有　・　無

	
	
	有　・　無




自家用自動車有償貸渡業譲渡譲受契約書

　　　　　　　　（以下、「甲」という。）と、　　　　　　　　　（以下、「乙」という。）とは、甲の所有にかかる自家用自動車有償貸渡業の権利を乙に譲受するにあたって、以下の通り契約を締結する。

第１条　甲は、甲の令和　　年　　月　　日における甲の自家用自動車有償貸渡業全部
を譲渡実行日において乙に譲渡し、乙はこれを譲受する。
第２条　令和　　年　　月　　日から譲渡実行日までの間に生じた損失については、甲
が全部負担するものとする。
第3条  甲は乙のために、令和　　年　　月　　日から譲渡が完了するまでの間、その営業について善良な管理者の注意をもって管理し、甲の資産及び負債に重大な影響を及ぼすおそれのある営業については、あらかじめ乙と協議するものとする。
第4条  甲及び乙は相手方につき、次の各号のいずれかに該当する事由が生じたときは、本契約の条項を変更又は破棄する権利を保留する。
（1） 甲又は乙が本契約に基づく義務の履行を怠ったとき
（2） 本契約に基づく甲乙間の信頼関係を損なう行為があったとき
（3） 甲が乙に対して重大な損害を与えたとき、又は与えるおそれがあったとき
（4） 甲又は乙が破産、民事再生、整理又は会社更生の申立てを受け、若しくは自ら申立てたとき
（5） 甲又は乙の重大な財産に対して強制執行、仮差押又は仮処分を受けたとき
第5条  本契約に基づき譲渡が完了した後においても、瑕疵担保責任は甲が負担するものとし、かかる瑕疵の直接的原因により乙が損害を蒙ったときは、本契約締結時の甲が乙に対してその損害を賠償するものとする。

本契約の成立を証するため、本書２通を作成して、甲乙各１通を保有する。

令和　　年　　月　　日

甲：住所
[bookmark: _GoBack]　　　　　　　　　　　　　　　　　氏名又は名称                            印
		       　　　代表取締役

乙：住所
　　　　　　　　　　　　　　　　　氏名又は名称　　　　　　　　　　　　　　印
　　　　　　　　　　　　　　　　　代表取締役
